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ｗ． むすび一「地球社会との共存」の意味するもの一

Ｉ． はじめに一現代は世界経済ブロッ ク化の時代か一

　１９９２年をもっ て後世の歴史家はｒ世界経済ブロッ ク化元年」と呼ぶことにな

るかもしれない。そうした予想を可能にさせるほどに，ＧＡＴＴ（貿易と関税に

関する一般協定）がこれまで標梼してきた自由 ・無差別，互恵 ・平等の理念を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
放郷したかのように世界経済のブロッ ク化への傾向は著しい。１９９１年１２月１１日

のローマ条約改正（マーストリヒト条約締結）を経て，１９９２年末をもっ てＥＣ

（ヨーロッパ共同体）の市場統合は一応の完成をみた。ＥＣの市場統合とは，ＥＣ

域内で，人，モノ ，資金，サービスの移動が自由な単一市場を創りだすことで

ある。ＥＣ委員会は昨年末に市場統合計画に関する最終リポートをまとめ，そ

の中で１９８５年に市場統合のために必要な措置として掲げた指令 ・規則案の９５％

が１９９２年末までに達成される見込みであるため，市場統合計画は「成功だ っ
　　　　　　２）
た」と宣言した。そうしたＥＣの動きを追うかのように，１９９２年８月１２日にア

メリカ，カナダ，メキシコの三ヶ国の問でＮＡＦＴＡ（北米自由貿易地域）協定

が最終合意に達し，１９９４年１月からの発効を目指すことになっ た。 ＮＡＦＴＡ

　　　　　　　　　　　　　　　　（１５６）
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合意の内容と狙いは，三ヶ国の問の関税や輸入制限を１５年以内に原則撤廃し国

境をこえた投資やトラ ック輸送も大幅に自由化することで，ＥＣ（ＧＮＰ５兆

１０１９億トル，人口３億４１６５万人）を上回る自由貿易圏（ＧＮＰ６兆２８１７億トル，人口

　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
３億６２６４万人）を創りだすことにある。他方，アジア地域に目を向ければ ，

１９９２年１月末のシンカポールでの第４回ＡＳＥＡＮ（東南アシア諸国連合）サミソ

トにおいて，ＣＥＰＴ（共通特恵関税）協定を結ぴ，今後１５年以内にＡＳＥＡＮの

域内関税を５％以下に下げるＡＦＴＡ（ＡＳＥＡＮ自由貿易圏）を創りだすことで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
合意し，１９９３年１月１日からスタートした。またアジア地域に関しては周知の

ようにマレーシアのマハティール首相によるＥＡＥＣ（東アジア経済協議体）の提

案がある。以上のように世界経済のブロッ ク化ないし三極化（欧州，北米，東ア

ジア）への傾向は１９９２年を画期として勢いをますます増しているかのように見

える 。

　そこで小論では，この三極のうち東アジアー日本，アジアＮＩＥ ｓ， ＡＳＥＡＮ

諸国，中国からそれは構成される一を取り上げる。考察の順序としては，まず

第ｕ節において，東アジア経済圏の形成を促進しかつその中軸を成している日

本経済の１９８０年代半ば以降現在までの構造調整政策とその限界について分析す

る。 次いで第皿節で，同経済圏の内部構造について調査し，さらにこの経済圏

をめぐる日米関係について検討を加えることにする。最後に第１Ｖ節むすびで ，

日本政府の２０世紀最後の５カ年計画である「生活大国５カ年計画一地球社会と

の共存をめざして一」を手掛りにして，日本経済と東アジア経済圏の今後を展

望することにしたい 。

１． 日本経済の構造調整政策とその限界

　東アジア経済圏が注目を集め分析の姐上に上ってきたのは最近のこと ，１９８０

年代半ば以降のことであり ，そのきっ かけになっ たのはよく知られているよう

に１９８５年９月のＧ５（プラザ合意）であ った。プラザ合意そのものは，先進資

　　　　　　　　　　　　　　　　（１５７）
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本主義諸国問の為替レート調整と政策協調を狙ったものであ ったが，東アジア

の諸国 ・地域にとっ て経済発展の重要なきっ かけとなっ た。 その際，日本の海

外直接投資と貿易がこの経済圏が形成される上で決定的な役割を果たした。実

際， プラザ合意をきっ かけとして日本の対アジア直接投資は空前の増加を示し ，

それに伴って東アジア諸国との貿易関係も垂直的分業から水平的分業へとその

性格をドラスティクに変化させながら急速に緊密化していっ た。

　ところで，すでに別稿でも指摘したことだが，Ｇ５以降海外直接投資をテコ

にして対外不均衡を是正し輸出指向型から内需中心の国際協調型へ日本経済の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
構造調整を図る政策が「前川リポート」をガイドラインにして採られてきた 。

各省庁は，海外直接投資が経常（貿易）収支の黒字を削減するという効果（輸

出転換効果と逆輸入＝対日製品輸出効果）を計量的に試算し証明することに躍起と

なっ たのである。そしてなるほど，８０年代後半には海外直接投資が急増するの

と符丁を合わせるかのように，経常（貿易）収支の黒字は減少していっ た。 日

本経済の構造調整政策は成功を収め，日本経済の黒字体質からの転換は進んだ

かのように見えたのである 。

　ところが，こうした傾向は９０年末から大きな反転をみせ，９１年度の貿易収支

の黒字は前年比で６２ ．４％も増え１ ，１３４億４，２００万ドルと過去最高を記録した。経

常収支の黒字額も前年度の２ ．６７倍の９００億８ ，４００万ドルと１９８６年度に次ぐ史上２

番目を記録した。経常収支の対ＧＮＰ比は１９８６年度に４．４％を記録して以降低

下傾向を辿り ，１９９０年度には１ ．１％にまで下がったものの１９９１年度には急上昇

に転じ，貿易摩擦を惹起する危機ラインと考えられている２％を再び超え
　　　　　　６）
２．６％となっ た。１９９２年に入るとこの傾向はさらに加速され，貿易収支の黒字

額は前年比２８ ．７％増の１ ，３２６億３００万ドルと過去最高を更新した。経常収支の黒

字も前年比６１ ．３％と大幅に増加し１ ，１７６億１ ，５００万ドルと初めて１ ，０００億ドルの

大台を突破し過去最高を記録し，経常収支黒字の対ＧＮＰ比も３％をこえるま

　　　　７）
でになっ た（図表１参照）。 こうした経常（貿易）収支黒字の再拡大の動きに対

して当初，○円高で輸出価格が上昇したという価格要因以外に，　投資用金の

輸入が急減した，　石油価格が落ち着く一方で他の一次産品市況も低迷した ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（１５８）
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図表１　経常収支の対名目ＧＮＰ比率
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（出所）　『日本銀行月報』（１９９３年２月号），７ぺ一ジ 。

　バブルの崩壊がもたらした逆資産効果により絵画や自動車等高級品の輸入が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
急激した，という一時的な特殊要因にその原因を求める見解が打ち出された 。

経済企画庁も ，上記のような特殊要因がなけれは１９９１年度の経常収支の里字額

は２２０億ドル縮減されたはずであり ，日本の基調的な経常収支黒字の対ＧＮＰ

比は２％程度で推移しているとの試算を発表し，対ＧＮＰ比２％程度の経常黒

字は日本経済が順調に拡大している時でも生ずる「構造的経常黒字」であり国

際的に批判を受けるような水準のものではないと主張した（図表２参照）。 しか

し， １９９２年に入って投資用金や高級品の輸入の影響が小さくなっ ているにも拘

らず経常（貿易）収支の黒字は拡大を続けており ，特殊要因に帰すこうした見

解は説得力を失ってきている。現在では経済企画庁も ，経常（貿易）収支黒字

の再拡大の要因として，¢円高によるドルベースの輸出価格の上昇，　そうし

た価格上昇にもかかわらず輸出数量に輸出の高付加価値化分を加えた「実質輸

出」が堅調に増加したこと ，　景気調整の影響から輸入数量が黒字拡大要因に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
転じたこと ，の３点を挙げ特殊要因を強調する見解を修正している 。

　こうしてなるほど１９８０年代後半には経常（貿易）収支の黒字は減少していっ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１５９）
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　　　　　図表２

　　　経常収支の実績と特殊要因を除い
　　　た場合の比較
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（注）企画庁推計。石油価格は１バレル＝２０ドルで

　　推移，絵画 ・自動車の輸入は８８年度水準から
　　他の製品輸入と同じぺ一スで増加，旅行，運
　　輸収支は湾岸戦争以前のトレンドが継続した
　　と仮定

（出所）　［日本経済新剛１９９２年６月２９日 。

たけれどもその傾向は１９９０年代に入ると逆転され，しかもそれが少なくとも当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
分の問は縮小されることはないであろうと見解が支持されるに至ったのである 。

しかし政策当局によるかかる見解の変更が有する合意は大きい。何故ならば ，

「前川レポート」をガイドラインにして１９８０年代半ば以降今日まで採用されて

きた日本経済の構造調整政策の有効性が疑問視され，そうした政策に限界があ

ることを，それは意味するからである 。

　その意味で，「前川レポート」をめぐる最近のミニ論争をここで取り上げる

のも無駄ではあるまい。「前川レポート」に対して批判の一石を投じたのは小

宮隆太郎氏であり彼の批判を支持するものと，「前川レポート」の策定にあた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
った政策当局者の問でこの論争が起こっ た。 小宮隆太郎氏は最近の日本の経常

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６０）
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（貿易）収支の再拡大の傾向にもかかわらず，「日本の黒字がほかの国の迷惑に

なるというのは完全な誤り 。そういう則提に立って里字減らしを表明した『前

川リポート』がそもそも問違いだった。世界はいま貯蓄不足に悩んでおり ，供

給資金の源泉になる黒字の大きさはむしろ貢献の程度を示しているとも言えま

す。 しかも日本の里字が大きいのは貯蓄が投資を上回 っているからで，市場の

閉鎖性とは関係ない」と断定する。しかし小宮隆太郎氏の主張は，国際経済学

のマクロ理論の初歩が教える単純な論理を当てはめたものにすぎない。ここで ，

国民総生産をＹ，消費Ｃ，投資Ｉ，貯蓄Ｓ，輸出Ｘ，輸入Ｍとすると ，Ｙ＝Ｃ

＋Ｓであり ，かつＹ＝Ｃ＋Ｉである。また，Ｙ＋Ｍ：（Ｃ＋Ｉ）十Ｘである。従 っ

て，

　　（Ｃ＋Ｓ）十Ｍ＝（Ｃ＋Ｉ）十Ｘ

であり
，

　　Ｘ－Ｍ：Ｓ－Ｉ

となる。左辺（Ｘ－Ｍ）は経常収支を，右辺（Ｓ－Ｉ）は貯蓄投資差額を表わす 。

こうして経常収支の黒字（赤字）と貯蓄超過（貯蓄不足）とは等しいことが導か
　１２）

れる。しかしこうした等式を根拠に，日本の貯蓄を資本輸出の形で世界に還流

する以外に対外不均衡是正のための有効な政策を講じないならば，経常（貿

易）収支黒字の再拡大を背景に再燃 ・激化の兆しが見える諸外国の対日批判

（日本が世界貿易の撹乱者であると決めつけ，報復的輸入制限や管理貿易，閉鎖的ブロ

ック経済化への口実にされる恐れが十分にある）や日本異質論者達によるジャパ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
ン・ バッ シングに対して反論することは困難であろう 。また，経常（貿易）収

支の黒字拡大を背景にして１９９３年に入ると円相場は１ドル：１１０円台という史

上最高値を更新し（図表３），ｒ平成不況」下の日本企業に一層深刻な打撃を与

えているが，こうした現下の緊急な対策を要する課題に対しても無策を意味す
　　　　　　１４）
るだけとなろう 。その限りで，対外不均衡の是正のために日本経済の構造を内

需中心の国際協調型へ調整しなければならないとする「前川レポート」を策定

した政策当局者達の方が，現状をリアルに認識していたと言うことができよう 。

しかし現在の問題はすでに指摘したように，「前川レポート」をガイドライン

　　　　　　　　　　　　　　　　（１６１）
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　　　　　図表３
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（出所）　ｒ日本経済新剛１９９３年４月４日 。

として推進してきた構造調整政策が必ずしも有効なものではなく ，その限界が

露呈してきたことにある 。

　繰り返すことになるが，「前川レポート」は海外直接投資をテコにして対外

不均衡を是正し，輸出指向型から内需中心の国際協調型へ日本経済の構造を調

整することを提案した。しかし元々 ，海外直接投資（資本輸出）が対外不均衡

を是正する効果を持つか否かは，これまでにまだ正確に立証されたことのない
　　　　　　１５）
命題なのである。その点は仮に措くとしても ，対外不均衡を是正するという対

処療法を議論する前に，まず対外不均衡を生み出す原因を正確に突き止めるこ

とが必要である。対外不均衡をもたらす日本側の最大の要因は，その輸出品の

国際競争力にある。日本は戦後その代表的な輸出晶を，繊維→鉄鋼 ・造船→テ

レヒ→自動車→半導体というように変化させてきた。『経済白書』（１９８６年版）

の言葉を借りるならば「輸出商品の構成をその時々において世界で需要増加率

が相対的に大きい商品群に柔軟に適応させてきた」のであり ，「世界貿易額で

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６２）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
より大きく増加した商品に我が国輸出商品を特化してきた」のである。その結

果， 少し古いデータだが例えば図表４に見られるように対米輸出において，わ

ずか１０品目で全輸出の約６０％を占めるという構造が出来上がったのである 。自

動車 ・同部品，事務機，通信機器，電子 ・電気機器等の少数の品目のこれら輸

出品を支配しているものは少数の巨大な独占企業であり ，その国際競争力の秘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
密は「日本型企業社会」（「会社王義」）にある。言い換えれは，少数の独占企業

による，¢労働者，　下請け中小零細企業，　消費者および　地域社会や住民

に対する搾取と収奪の専制的な支配力にあり ，それが長時問 ・過密労働により

過労死までも引き起こし，下請け単価の無慈悲な切り下げ等により中小零細企

業の経営を圧迫し，独占価格の設定により内外価格差を生み出し，地域社会や

住民を一顧だにしない一方的な解雇や工場閉鎖を行なう等々の様々な深刻な問

題や行動を引き起こしてきた。「平成不況」の中で，この専制的支配力をわれ

われは改めて見せつけられることになっ た。

　「平成不況」の特徴を，宮崎義一氏は「新しいタイプの不況」であ って，ま

図表４　対米輸出上位１０品目の構成 （単位 ：百万ドル）

品　目
８４年 ８５ ８６ ８７ ８８

乗　用　車
１２ ，８７７ １６ ，９９９ ２１ ，７７９ ２１ ，８７２ ２０ ，２１０

事務用機器の部品
１， ７８１ １， ９５８ ２， ６５５ ３， ６８４ ４， ７８２

自動車部品
１， ４９３ １， ８９２ ２， ９７２ ３， ７３４ ４， ６３３

通　信　機　器
３， ４２３ ３， ６６２ ３， ９１４ ３， ９０５ ４， ０５６

自動デ ータ処理機
１， ８７３ １， ９２５ ２， ７８１ ３， ４９０ ３， ８６５

電子機器
２， ２２９ １， ５６１ １， ６４５ ２， １９０ ３， ５９８

テレビ ・音響機器
３， ７５７ ５， ２８０ ５， ８８１ ４， ０６９ ３， ５６４

特殊自動車
２， ３４９ ３， ４２５ ４， ８１８ ４， １７０ ３， １４１

ラ　　ジ　　オ
１， ００４ １， ５２６ １， ７８５ ２， １４７ ２， ４５３

電　気　機　器
１， ０３８ １， ２５３ １， ６０４ １， ８８６ ２， ２６６

上位１０品目合計¢
３１ ，８２５ ３９ ，４８１ ４９ ，８３５ ５１ ，１４９ ５２ ，５６９

対米輸出合計　
５７ ，１３５ ６８ ，７８３ ８１ ，９１１ ８４ ，５７５ ８９ ，８０２

¢／　（％） ５５ ．７ ５７ ．４ ６０ ．８ ６０ ．５ ５８ ．５

（出所）　『通商白書』（１９９０年版），３４９ぺ 一ジ 、

（１６３）
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ず金融の自由化の帰結（バブルの崩壊）として金融資産＝不良債権（ストッ ク）

の調整過程が先行し，それによっ て実質ＧＮＰ（フロー）のマイナス成長が誘発
　　　　　　　　　　　　　１８）
されたものであると指摘する。確かに「平成不況」は宮崎義一氏の指摘するよ

うに「新しいタイプの不況」でありその点を強調することは重要だが，他方

１９８０年代後半の「バブル経済」（「平成景気」）の期問に過剰な設備投資が行なわ

れたことの反動としての従来タイプの過剰生産恐慌の側面も合わせ持つ。過剰

生産恐慌による¢需要と売り上げの急速な低下と　コストの膨張（とりわけ減

価償却費や人件費等の固定費の拡大）の故に１９９２年度の製造業（除く石油精製）の

経常利益は前年比２５ ．５％の大幅な減益（しかも１９９０年度以降３年連続の減益），非

製造業（除く電力 ・ガス）のそれも１９．３％減と２年連続の２桁減益が確実視され
　　１９）
ている。『日本銀行月報』（１９９３年３月号）も指摘する「内部留保が過去の局面

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
に比べかなり厚めであり企業体力はそれなりに充実した」ことには口を際んだ

　　　　　 、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）ままで，こっして独占企業は「売上高が横ばいでも利益を出せる体質づくり」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
を目指してリストラクチュアリングに乗り出した。その標的になっ たのは，労

働者であり下請け企業であ った。まずパートタイマーが狙われ，次いで給与単

価の相対的に高い４０代から５０代のホワイトカラー層が弊履を棄つるごとく雇用
　　　　　　　　　２３）
調整の対象とされた。また『日本経済新聞』（１９９３年３月３０日一３１日）は，親会

社のリストラクチ ュアリングで下請け関係にある中小企業が苦境に立っている
　　　　　　　　　２４）
様を生々しく報道した 。

　つまり ，国際競争力の基盤をなす「日本型企業社会」の構造は，１９８０年代半

ば以降も何も変わらなかったのである。いな，ｒ前川レポート」をガイドライ

ンとする構造調整政策が推進される下で，労働者，下請け企業，消費者そして

地域住民に負担と犠牲を強制しながら，むしろ強化されていっ たのである。こ

こに問題があり ，この「日本型企業社会」の構造をそれこそ「調整」しなけれ

ばならない。しかし，経常（貿易）収支黒字の再拡大の背後にあるこの「構造

調整」問題に対して，「前川レポート」の策定者達は黙して語らない 。

（１６４）
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皿． 冷戦終結後の東アジア経済圏

　次に，日本経済から日本を含む東アジアに目を向けることにしよう 。東アジ

アの国際経済関係においてまず注目されるのは，その貿易の急速な拡大である 。

東アジア地域が世界の貿易に占める割合は ，１９８１年の１６ ．２％（その内訳は，日本

７． ８％，アジアＮＩＥＳ４ ．９％，ＡＳＥＡＮ諸国２ ．４％，中国１ ．１％）から１９９０年には２１ ．４％

（同，日本７ ．７％，アジァＮＩＥＳ７ ．８％，ＡＳＥＡＮ諸国２ ．６％，中国１ ．９％）と急上昇し
，

アメリカのそれ（１３．４％）を大きく上回り ，ＥＣ（３６．５％）に次ぐ規模となっ て

いる。中でも伸長が目覚ましいのが域内取引であり ，１９８６年以降年率約２０％の

　　　　　　　　２５）
割合で増加してきた。こうした域内貿易の増加をもたらしたものは，Ｇ５（プ

ラサ合意）以降の日本企業の対アジアＮＩＥＳ，ＡＳＥＡＮ諸国さらには中国への

空前の規模での海外直接投資に他ならず，次いでアジアＮＩＥＳ企業が１９８０年

代末からＡＳＥＡＮ諸国や中国への海外直接投資を急増させた。かかる海外直

接投資の急増によっ て製品差別化分業や工程間分業が大きく進展したことはも

ちろんのこと ，東アジア地域に生産，調達，販売，技術開発等々の多角的な分

業体制が構築されてきたのである。つまり ，日本経済を中心にして，アジア

ＮＩＥＳやＡＳＥＡＮ諸国はもちろんのこと中国の沿海地域までも包含するネ ソ

トワーク化が進展したのであり ，実態として日本をｒ明王」とするがことき東
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）
アジア経済圏と呼べるものが形成されてきたのである。この東アジア経済圏の

特徴として，次の三点を指摘することができよう 。一つは，日本を頂点として

日本一アジアＮＩＥＳ－ＡＳＥＡＮ諸国間のしはしは「雁行形態的発展」と呼は

れる動態的な水平分業関係が進展し，経済成長が波及していっ ていることであ

る。 二つは，アメリカと日本 ・アジアＮＩＥＳ ・ＡＳＥＡＮ諸国問のそれが停滞し

ているのと対昭的に日本とアジアＮＩＥＳ ・ＡＳＥＡＮ諸国問の輸出結合度が急速

に伸びてきていることである（図表５ ・６参照）。 三番目は，これまでの対米輸

出に代わ って東アジアの域内輸出入の比重が高まっ てきたことである（図表７

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６５）
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（１）１９８５年
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　　図表５　輸出結合度

輸入国
輸出国

日　本 アメリカ アジアＮＩＥｓ ＡＳＥＡＮ

日　　　　　　　　本 ２． ０１ ２． ２４ ２． １０

ア　　　メ　　　リ　　　カ １． ４９ １． ３５ １． ０５

ア　　ジ　　ア　　ＮＩＥｓ １． ４４ １． ８６ １． ５６ ３． ８６

ＡＳＥＡＮ ４． ４７ １． ０６ ３． ５０ ２． ２５

（１）１９８５年

輸入国
輸出国

日　本 アメリカ アジアＮＩＥｓ ＡＳＥＡＮ

日　　　　　　　　本 ２． ０７ ２． ４２ ２． ３９

ア　　　メ　　　リ　　　カ １． ７４ １． ３４ ０． ９４

ア　　ジ　　ア　　ＮＩＥｓ １． ７８ １． ８１ １． ４５ ３． ０２

ＡＳＥＡＮ ３． ４５ １． ２４ ２． ５５ １． ６３

（備考）　　ＩＭｌＦ “Ｄｉｒｅｃｔｉｏｎ　ｏｆＴｒａｄｅ”等より作成 。

　　　　ＡのＢに対する輸出結合度
一（Ａ膿鵠裳額）一（量驚驚）

（出所）　ｒ経済白書』（１９９１年版），３１３ぺ一ジ 。

参昭）。 この第二と第三の点は，この地域における分業関係の進展を反映した

ものに他ならない 。

　以上，東アジア経済圏の内部構造のアウトラインについて述べた。以下，こ

の東アジア経済圏について日米関係を中心にしてやや詳しく検討することにし

よう 。取り上げるべき論点は二つあり ，一つは対米経済関係の評価と関わり ，

他の一つは東アジァの軍事 ・安全保障の問題と関係する 。

　まず最初に対米経済関係から。図表７に示される域内貿易の比重の高まりか

ら， 東アジア経済圏の自立的発展を強調する見解がある。野村総合研究所『財

界観測』（１９９２年１１月号）は，Ｇ５（プラザ合意）以降，東アジアの経済成長率の

世界の経済成長率に対する弾性値が低下し，それに代わって自力成長の部分が

上昇してきていることに着目し，東アジア地域において自力成長が定着しつつ

あるという 。その背景として，アメリカの経済力の低下とそれに伴う貿易摩擦

の激化によりアメリカ市場の重要性が低下し，それとは対照的に東アジア域内

　　　　　　　　　　　　　　　　（１６６）
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図表６　環太平洋地域における相互依存体制

４３

日　　本
９１０億円（２１１）

アメリカ

総輸出２，８８０億ドル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総輸出３
，９３０億ドル

総輸入２，３５０億ドル　　　　　　　４９０億円（１ ．８１）　　　　　　　総輸入５
・１７０億ドル

　　　　　　　∴猟帯ク

ＮＩＥＳ

総輸出２，５８０億ドル

総輸入２，６４０億ドル

４１０億円　　　２２０億円
（１ ．３６）　　　　　　　（２ ．７２）

　２３０億円（３ ．１Ｏ）

１９０億円（２ ．８７）

ＡＳＥＡＮ

総輸出８６０億ドル

総輸入９８０億ドル

　　　（出所）『通商白書』（１９９２年版），１５７ぺ一ジ 。

の相互依存関係が深化したことを挙けている。確かに，域内輸出依存度は１９８６

年の３１ ．Ｏ％から１９９１年の４１ ．９％へ大きく上昇し，他方対米輸出依存度は１９８６年

の３４ ．Ｏ％から１９９１年の２４ ．２％まで低下し，両者の地位は逆転した。この逆転の

背後にはアメリカとの激しい貿易摩擦に直面して日本およびアジアＮＩＥＳの

企業は対米輸出に代わる市場を求めると同時に，その経済構造調整に着手し ，

海外直接投資により生産拠点をＡＳＥＡＮや中国に移転したという事情がある 。

こうして，図表８および図表９が示すように日本とアジアＮＩＥＳの対米輸出

依存度は１９８０年代後半に低下していっ たが，他方アメリカとＡＳＥＡＮ諸国お

よび中国との貿易摩擦がそれに代わって浮上してきたことを見落すべきではな
２７）

い。 現在焦点となっ ているのは米中貿易摩擦であり ，アメリカの対中貿易収支

は１９８５年の均衡状態から ，１９８６年には１７億ドルの赤字となっ たが，その後赤字

額は１９９０年には１０４億ドルと１００億ドルを越え，１９９３年には２６０億ドル以上とな

　　　　　　　　　　　　　　　　（１６７）
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図表７　重要性増す域内貿易

（％ ，シェア）

４５

４０

３５

３０

２５

２０

アジアの域内輸出依存度

＼

＼　　　アンアの対米輸出依存度

＼．． ．■

＼　　＼
米国の対アンア輸出依存度

　８５

（出所）

　８６　　８７　　８８　　８９　　９０　　９１年

野村総合研究所［財界観測』１９９２年１１月号，８ぺ一ジ 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）
ると予想されるように，急増していっ たのである。このことは徐照彦氏が指摘

するように，日米問の次いで米 ・アジアＮＩＥＳ問の貿易摩擦が米中問の貿易

摩擦に代替されたことを意味するものに他ならず，米中貿易摩擦の帰趨は日本

やアジアＮＩＥＳの経済構造調整に従って東アジア経済圏の内部構造に多大の
　　　　　　　　　　　　　　２９）
影響を及ぼすことはさけられない。域内貿易の比重の上昇から東アジア経済圏

の自立的発展という結論を導きだすのは余りにも性急な一面的見解であり ，対

米経済関係が持つ意義を軽視するものといわざるをえない 。

　対米関係についてさらに付言すれば，アメリカの対東アジア輸出依存度が東

アジアの対米輸出依存度を上回るようになっ たことの意味は大きい（前掲図表

７）。１９８０年代後半からの経済不況＝内需が停滞する中で，アメリカはその克

服を何よりも輸出拡大に求めたのであり ，他方東アジア地域の貿易は急速に拡

大した。こうしてアメリカにとっ て東アジアは重要な輸出市場（同時に有望な

投資市場でもある）となっ ており ，その東アジアからアメリカを排除するマレー

　　　　　　　　　　　　　　　　（１６８）
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　　　　　　　図表８

４５

総輸出額と対米 ・対アジア（中国を含む）

輸出比率の推移

３

１

千
億
ド

ル
　０

見
込
み

８２年８３８４８５８６８７８８８９９０９１９２

（出所）　『日本経済新聞』１９９３年１月３日 。

シアのマハティール首相によるＥＡＥＣ（東アジア経済協議体）の提案に，べ一カ

ー国務長官（当時）が「太平洋を分断するものだ」と発言するなど，アメリカ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）
が激しく反発した大きな理由のひとつがここにある。世界経済のブロッ ク化の

傾向が強まる中で，日本をｒ明王」とするがことき東アジァ経済圏が形成され

つつあることに対して，無論アメリカは手を洪いている訳ではない。例えば ，

アメリカはＮＡＦＴＡ協定の最終合意（１９９２年８月）に踵を接して，それをアジ

ア太平洋地域に拡大する構想を打ち出した。「拡大ＮＡＦＴＡ構想」である（ラ

ビン米商務省次官補代理が１９９２年１０月に提案）。 それは，オーストラリア，ニュー

ジーランド，台湾，香港およびシンガポールの五カ国にＮＡＦＴＡへの参加を

呼び掛けたものであり ，日本は除外され，マレーシアは対象国とされなか った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１）
マハティール首相は「東アジアの経済圏を分断するものだ」として反発したが ，

「拡大ＮＡＦＴＡ構想」の真の狙いが東アジアの「成長の利益を日本に独占させ
　３２）

るな」というところにあることは明らかであり ，東アジア経済圏の主導権を日

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１６９）
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図表９　ＮＩＥｓのアメリカ及び日本への輸出額並び

　　　　に全輸出額に占める比率の推移

（百万ドル）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）
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（注）棒グラフは輸出額を，折れ線グラフは全輸出額に占める

　　比率を示す 。

（出所）［経済協力の現状と問題点』（１９９２年版），１５７ぺ一ジ 。

本と争うというかまえがそこには っきりと示されている。アジア開発銀行

（ＡＤＢ）の第２５回年次総会（１９９２年５月，於香港）での第４次増資をめぐる日米

交渉を，もう一つの例として挙げることができよう 。アジア開発銀行の加盟国

の発言の裏付けになる出資比率は現在，日米は同率の１４ ．９２％だが，日本が中

心になっ て第４次増資を進めようとしたことに対してアメリカが強く反発し結

局同総会での結論は持ち越された。その背景にアメリカ側の日本の発言権が高

まることへの強い警戒心があることは言うまでもないことであり ，アジア開発

銀行を舞台とした日米の主導権争いを目のあたりにして，同銀行の日本人スタ

ッフは「米国は，日本にアジアで経済的な覇権を握らせたくないのだろう」と
　　　　　３３）
語っ たという 。１９８０年代の日米関係においては，二国問の貿易 ・経済摩擦が主

要な問題であ った。しかし，１９９０年代には二国間ばかりでなく ，このように東

アジア地域における利害の角逐＝対立と矛盾，妥協と調整が，日米間の重要な

懸案になっ ていくものと思われる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１７０）
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　残されたもう一つの論点である，東アジア経済圏と東アジアの軍事 ・安全保

障との関係に移ろう 。東アジア経済圏の形成の特徴として，ロバート ・スカラ

ピーノは何よりもそれが「自然発生的な経済地域（ｎａｔｕ．ａ１ｅ．ＯｎＯｍｉＣ　ｔｅ。。ｉｔｏ．ｉｅ。：

　　　　　　　　　　　　　　　　３４）
ＮＥＴｓ）」として誕生したことを挙げた。柳原透氏もまた「アジア太平洋での域

内経済関係の緊密化，そして実態としての地方経済圏の成立は，個々の民間経

済主体の意志決定の集合された結果として実現されたものであり ，この点で ，

政府合意により域内統合を進めてきたＥＣや自由貿易協定を枠組とするＮＡＦ －

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５）
ＴＡとは明らかに異なる性質を持つ」と言う 。日本政府の見解も同様であり ，

例えば『通商白書』（１９９２年版）も「地方的結びつきをグローバリズムの理念と

調和した開かれたものとしていくという観点から東アジアをみると ，これまで

の東アジアのダイナミッ クな経済発展は，グローバリズムに基づく自由貿易体

制に支えられてきており ，地域的結びつきの強まりも経済的動機による自然発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６）
生的なもので域外に対して閉鎖的なものではない」と述べている。つまり ，東

アジア経済圏は市場経済原理に基づく民間部門の自由な経済活動の結果自然に

形成されてきたものであり ，「市場から生まれた自然児である」というのであ
３７）

る。

　果たして，こうした見解は東アジア経済圏の特徴を正確に捉えているもので

あろうか。この点について検討してみよう 。すでに見たように，東アジア経済

圏の主軸となっ ているものは海外直接投資とそれによる多角的な国際分業であ

った。ところで，海外直接投資がその受け入れ国に経済的インパクトを与える

のみで何らの政治的緊張ももたらさないと想定することが非現実的であると同
　３８）

様に，海外直接投資がその投資のリスクに保険を与える何らの軍事的 ・政治的

フレームワークを前提にしないで大量に行なわれると想定することも非現実的

なことであろう 。このことは，東アジア地域についてまぎれもなく当てはまる

のであ って，海外直接投資がリードする経済発展がこの地域に起る前に，アメ

リカが主導権を握る軍事的 ・政治的フレームワークが構築されていた。東アジ

ア経済圏といっ ても ，北朝鮮やソビエト（現ロシア）の極東地方等は外され ，

日本，アジアＮＩＥＳ，ＡＳＥＡＮ諸国および中国から構成されてきていることに

　　　　　　　　　　　　　　　　（１７１）
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もそのことは示されているのであ って（その意味で，１９７２年の米中和解が東アジア

の経済発展に及ぼした影響力は大きいと言えよう），これはいうまでもなく東アジア

地域が戦後冷戦体制め谷問に位置していたためである 。米国防総省が１９９０年４

月に一ソビエトの崩壊前に一発表した報告「アジア太平洋の戦略的枠組み一２１

世紀に向かって一」によれは，アメリカのアジア戦略の主要な要素は，○則方

展開戦力，　海外基地および　双務的安全保障取り決め，の三つから成り ，ア

ジア太平洋地域の安定を確保し，侵略を防止し，アメリカの権益を保全するう

えで引き続き有効であり不可欠なものであると述べていた。ここでいう¢則方

展開戦力とは，アメリカの領土を可能な限り離れた同ｕ方で防衛しソ連を封じ込

めアメリカの戦略的同盟国を防衡するための戦力であり ，　海外基地の中心は ，

日本，韓国，フィリピンの永続的な軍事基地にあり ，　双務的安全保障取り決

めとは，ＮＡＴＯのような大規模な集団的協定ではなく二国間安全保障関係の

ネットワークを意味する。国防総省によれば，この戦略は成功を収めアメリカ

の楯の下，経済開発と民主主義を支える環境によって多くの成果が生み出され
　　　　　３９）
てきたという 。米国防総省は１９９２年７月に一ソピエトの崩壊後初めて一上記

「アジア太平洋の戦略的枠組み」の新版を発表したが，冷戦が終結したにもか

かわらず，アメリカのアジア太平洋戦略は不変であり ，米軍の一とりわけ在日

米軍の一プレゼンスはこの地方の安定のために不可欠であることを強調した内
　　　　　　４０）
容となっ ている。他方，東アジアの諸国も ，１９９２年７月のＡＳＥＡＮ拡大外相

会議で，冷戦終結後の東アジアの安全保障を考える際，この地域における米軍
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１）
の引き続くプレゼンスが不可欠であるとの態度を表明した。日本政府もまた ，

首相の私的諮問機関である「２１世紀のアジア太平洋と日本を考える懇談会」の

　　　　　４２）
提言に基づき ，１９９３年１月のＡＳＥＡＮ諸国歴訪の際に「宮沢ドクトリン」を

発表し，冷戦終結後も米国の関与とブレゼンスがこの地域の安全保障に不可欠

であり ，日本は日米安保条約を堅持し在日米軍への支援を続けることを，つま

り東アジアにおいてはアメリカ抜きのあらゆるフレームワークは成止しないと

　　　　　　　　　４３）
の見解を明らかにした。つまり ，東アジアの目覚ましい経済発展にもかかわら

ずというよりもその発展のためには，冷戦時代に築き上げた軍事的 ・政治的フ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１７２）
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レームワークは冷戦の終結後も何ら変わらないいや変更しないというのである 。

こうした軍事的 ・政治的フレームワークが則提となっ てはじめて，東アジアで

大量の海外投資が行なわれたという ，両者の関係を見落としてはなるまい 。

１Ｖ．むすび一「地球社会との共存」の意味するもの一

　すでにこれまでに述べたように，１９９０年代に入ると日本の経常（貿易）収支

の黒字が再拡大する傾向が鮮明になっ てきた。『通商白書』（１９９２年版）を評し

て， 『朝日新聞』の社説は「いつか来た道，という感じがどうしても否めない 。

史上最高を記録した貿易黒字とその対策のことである」と書いた。同杜説は続

けて言う 。「黒字が減らない背景には，わが国の経済構造もある。人手や資金

などが暮らしを直接向上させる部門ではなく ，輸出製品をつくる企業のほうに

多く向けられる仕組みが根づいているのだ。（中略）ふだんの暮らしが満足で

きるものであればそれもよいだろう 。が，身の回りをみれば，働く時問は長い 。

住宅は貧困で，下水道の普及率は先進国で最低だ。病気になれば看護婦は足り

ず， 老後の生活は不安に満ちている。輸出向けの製晶をつくるために使われて

いる能力を，こうした分野に振り向けなければならない。そのための知恵を政

　　　　　　　４４）
府はしぼるべきだ」。 こうした社説子の主張は，今日世論の多数を形成してき

ているといっ てよいだろう 。そうした世論の力に押されたのかあるいは「知恵

をしぼ」っ たのか，政府は重い腰を上げて対策を打ち出したかのように見える 。

１９９２年６月２５日に答申された新経済５カ年計画（１９９２－９６年）「生活大国５カ年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５）
計画一地球社会との共存をめざして一」のことである 。

　生活大国５カ年計画は，戦後の日本が「他の先進国に比べ高い成長を遂げ ，

その経済規模は世界でも有数なものとなっ た。１人当り国民所得は世界的にみ

ても高く ，国民生活においては，物質的な消費などの面では豊かにな っている 。

しかし，長い労働時間，高い物価水準，住宅 ・社会資本整備の立ち遅れ，生活

環境の地方差等により ，経済全体の豊かさと豊かさに対する個人の実感との問

　　　　　　　　　　　　　　　　（１７３）
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にかい離がみられる」との現状認識の下に，真に国民が豊かさを実感できるよ

うにするために生活者 ・消費者を重視する立場に立 って，今後日本の経済社会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４６）
を生活大国へ変革するように取り組むことを宣言する。同５カ年計画の言う生

活大国とは，¢豊かさとゆとりを日々の生活の中で実感できること ，　多様な

価値観を実現するための機会が等しくあたえられていること ，　美しい生活環

境の下で簡素なライフスタイルが確立されていることであり ，それを実現する

ための目標として，０労働時問の短縮（年間総労働時問１８００時間），　住生活の

充実（平均年収の５倍程度を目安にした住宅の確保），　快適な生活圏域，＠女
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４７）
性・ 高齢者 ・障害者の社会参加，＠環境保護等々を掲けている 。

　しかし，上記の諸目標を実現するための具体的道筋が殆ど全く示されていな

いことから，目標実現を危ぶむ声が多く ，本５カ年計画は大変不評である。ま

たそれは官僚が書いた画餅にすぎないと一笑に付す人々が多いことも理解でき

るが，決してそうではない。その意味で，本５カ年計画が「生活大国」を看板

としながらむしろ労働者 ・国民の労働と生活を犠牲にして，ｒ２１世紀にむけて

の日本独占資本王義の蓄積条件の再構築をめさそうとする新たな戦略の提示」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　４８）
であると見る，戸木田嘉久氏の指摘は鋭い 。

　生活大国５カ年計画には「地球社会との共存をめざして」という副題が付さ

れている。ならば，「地球社会との共存」の意味するものは何か。本５カ年計

画は，○国際協調と　国際貢献とを挙げている。０国際協調に関しては，何よ

りも「国際的に調和のとれた対外均衡達成」を重視している。「我が国は８０年

代半ば以降輸出指向型の経済構造の転換を進めてきた。その結果，我が国の輸

出入は製品比率の上昇や海外直接投資の進展なとにより以前の輸出が増えやす

く輸入が増えにくいと言われた構造はかなり変化している。しかし，９０年度に

おいてはこれに加え一時的要因もあり経済収支は大幅に縮小した後，９１年度に

はこの一時的な要因のはく落に加え，国内景気や輸入価格の動向等もあり輸入

の伸ひが鈍化する一方，円高によるドル建て輸出価格の上昇等により再ぴ拡大

した。国際的には我が国だけが主要な黒字国となっ ており ，国際的に調和のと

れた対外均衡の達成に向け継続的な努力が必要である」と述べ，そのためには

　　　　　　　　　　　　　　　　（１７４）
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引き続きｒ内需王導型経済成長の疋着及ひ構造調整の推進に努め」ることが必

要であり ，その際「海外直接投資は受入国経済の活性化に資するとともに，中

長期的にみて我が国の貿易収支黒字の縮小効果をもつものである。現地調達率

の引き上げを図るなどの受け入れ国との調和に配慮し，海外投資を促進する」
　　　　　４９）
と言っている。これは何のことはない「前川リポート」を直接に引継ぎ，海外

直接投資をテコにして日本経済の構造を調整する政策をさらに一層推進するこ

とをうた ったものに他ならない。しかし，すでに分析したようにそうした政策

には限界があり ，それを無視して促進するならば，海外直接投資は対外不均衡

を是正するよりも ，すでに１９８０年代半ば以降日本の各地で深刻な現象が現われ

つつあるように，産業の空洞化と地方経済社会の解体 ・崩壊（「新過疎化」）あ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０）
るいは経済構造の一層の歪みとアンバランスをもたらすことになろう 。

　他方，　国際貢献に関しては，本５カ年計画は「地球社会の繁栄の前提とな

る国際平和 ・安定のための貢献を推進」しなければならず，「冷戦構造が終結

し新たな国際秩序が模索されつつある現在，国際平和 ・安定のために，我が国

は資金 ・物資面のみならず，人的側面，知的側面を含め，国際杜会の責任ある
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５１）
一員としての役割を積極的に果たすことが必要である」と述べている 。これも

またすでに明らかにしたように，日本政府は東アジアにおいて冷戦時代にアメ

リカを中心にして築き上げられた軍事的 ・政治的フレームワークを，冷戦の終

結にもかかわらず変更しようとする意図は微塵もみられない。ＰＫＯ協力法

（「国際平和維持活動等に対する協力に関する法律」）の強行採決（１９９２年６月１５日）に

明瞭に示されるように，国際的な人的貝献＝自街隊の海外派遣を通じて，それ

を一層強化しようとする方向のみが目指され，東アジアにおいて「新たな国際

秩序を模索」する動きはみられないのである。しかし，アメリカのアジア戦略

の要石のひとつであ ったフィリピンでの軍事基地の完全撤去（１９９２年１１月２４日）

の運動に端的に示されるように，こうした旧態依然たる，東アジアの「開発独

裁政治」と結びつきそれをバッ クア ップしてきた，軍事的 ・政治的フレームワ

ークは，１９８０年代後半からとりわけ冷戦の終結後大きな高揚をみせてきた東ア

ジア諸国 ・地域の民主化運動にとっ て堪え難い樫桔であると強く認識され，本

　　　　　　　　　　　　　　　　（１７５）
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５カ年計画がうたう国際貢献がこれら諸国 ・地域の批判の矢面に立たざるをえ

なくなるにちがいない 。

１）

２）

３）

４）

５）

６）

７）

８）

９）

１０）

１１）

１２）

１３）

　世界経済の最近のブロッ ク化傾向については，朝日新聞経済部編『ブロッ ク化

する世界経済』（朝日新聞社，１９９２年）が，世界各地からの興味深いリポートを

集めている。『日本経済新聞』も「世界に迫る一経済地域王義のうねり」（１９９３年

１月１日～１月８日）という特集を組み，世界経済の構造変化を取り上げている 。

その最終回で盛田昭夫氏（ソニー会長）が経済地域主義はブロッ ク化というより

もグローバルな動きの一つと見た方が良いと主張しているが楽観的に過ぎはしな

いか。グローバル化への一歩としての「関税同盟」や「自由貿易地域」ならば，

周知のようにＧＡＴＴもその２４条で許容しているが，現在顕著になっ てきている

のは世界経済のブロッ ク化につながりかねない動きである 。

　『日本経済新聞』１９９２年１２月２４日
。

　数値はいずれも１９９０年のもの。「日本経済新聞』１９９２年８月１３日 。

　『日本経済新聞』１９９２年１月２９日 ，および『同』１９９３年１月１日 。

　拙稿「日本経済の構造調整と対アジア直接投資」，関寛治 ・西口清勝編『アジ

ア太平洋時代と日本』（法律文化社，１９９２年），第２章所収 。

　大蔵省が１９９２年５月６日に発表した１９９１年度国際収支状況（速報）による 。

『日本経済新聞』１９９２年５月７日
。

　大蔵省が１９９３年２月５日に発表した１９９２年度国際収支状況（速報）による 。

『日本経済新聞』１９９３年２月６日 。

　「最近の国際収支の動きについて」，『フアイナンス』１９９２年４月号，参照 。

　経済企画庁『日本経済の現況』（１９９３年版），１６１一一１６３ぺ一ジ 。

　『日本銀行月報』（１９９３年２月号）もまた，「目先き経常黒字の明確な縮小は考

えにくい」と予想している 。

　小宮隆太郎「前川リポートは誤りだった」（『日本経済新剛１９９２年８月７日） ，

赤羽隆夫「前川リポート第２弾の時一小宮教授に反論する」（『同』１９９３年１月１５

日），小宮隆太郎 ・宮崎勇「前川リポートは正しかったか」（『同』１９９３年１月２４

日），勝村垣太郎「黒字との因果関係追求を一赤羽隆夫氏の「貯蓄超過説は誤り」

に反論」（『同』１９９３年３月２日）。

　伊藤元重『ゼミナール国際経済入門』（日本経済新聞社，１９８９年），第３章「国

際収支と国際マクロ経済学」，等参照 。

　クリントン新政権成立後初めての日米首脳会議が，１９９３年４月１６日にワシント

ンで開かれた。今回の日米首脳会議の最大の懸案が経済問題なかんづく日本の貿

易収支の大幅黒字にあることは明らかなことだったが，首脳会議の結果は，日本

　　　　　　　　　　　　　　　（１７６）
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　側がｒ貿易黒字問題に的をしぼった実際的で遠慮のないクリントン大統領の提案

　攻勢に押しまくられる形となっ た」という 。『日本経済新聞』１９９３年４月１７日 。

１４）通産省が大手企業８３社を対象に１９９３年２月２３日から３日問実施した「円高緊急

　調査」によれば，４４％の企業が「経営が苦しくなると」回答し，輸入原材料の価

　格低下などで「好ましい」と回答した企業の１５％を大きく上回 った。また，中小

　企業庁が同時に実施した中小企業の輸出産地（輸出比率２５％以上）の調査による

　と ，現在の業況が円高不況よりも悪いと感じている産地は調査対象２５産地のうち

　２０産地に上 った。『日本経済新聞』１９９３年３月６日 。

１５）１９６０年代の後半に，国際収支の赤字に悩んでいたアメリカ（『ハフバウアー・

　アドラー報告』）とイギリス（『レ ッダウェイ報告』）において，海外直接投資の

　規制が国際収支の改善に効果があるかどうかという形で議論されたことがあるが ，

　両者の関係について何ら明示的な結論は得られなかった。Ｇ．Ｃ．Ｈｕｆｂａｕｅｒ　ａｎｄ 　Ｆ

　ＭＡｄ１ｅｒ，０リ伽伽〃伽伽伽舳ｇ１舳３５肋３〃伽６伽び８Ｂ肋舳ｏジＰｏツ

　伽〃，１９６８Ｒｅｄｄａｗａｙ　ａｎｄ　ｏｔｈｅｒｓ　Ｔ加蝋６な ザびＫ　Ｄ肌６〃〃閉肋３〃　１〃

　〃伽伽４〃舳１Ｒ砂ｏ狐１９６７－１９６８．両報告に関してより詳細な検討が，Ｊ．肌

　Ｄｕｎｍｎｇ，“Ｔｈｅ　Ｒｅｄｄａｗａｙ　ａｎｄ　Ｈｕｆｂａｕｅｒ／Ａｄ１ｅｒ　Ｒｅｐｏｒｔｓ　ａｎｄ　ｔｈｅ‘Ａ１ｔｅｍａｔ１ｖｅ

　Ｐｏｓｌｔｌｏｎ’ｔｏ　Ｆｏｒｅ１ｇｎ　Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ
’’

４ｏ，３〃４閉閉１〃ぴ伽肋舳Ｚ１舳３３舳６砿

　Ｇｅｏｒｇｅ　Ａ１１ｅｎ ＆Ｕｎｗｉｎ，１９７０，ｐｐ．１０７－１１１７でなされている 。

１６）　『経済白書』（１９８６年版），１８１－１８３ぺ一ジ 。

１７）「日本型企業社会」については，基礎経済科学研究所編『日本型企業杜会の構

　造』（労働旬報社，１９９２年），等参照 。

１８）宮崎義一『複合不況一ポスト ・バブルの処方菱を求めて』（中公新書，１９９２年） ，

　「まえがき」２－３ぺ一ジ 。

１９）　『日本銀行月報』（１９９３年１月号），４４－４６ぺ一ジ
。

２０）　『日本銀行月報』（１９９３年３月号），２８ぺ一ジ 。

２１）１９９３年２月２３日に，座間工場の閉鎖を発表した時の日産自動車 ・松村敦副社長

　の発言。そこには地域経済社会や住民に対する考慮は全く見られない。「消えゆ

　　く名門工場一日産自動車の誤算」，『朝日新聞』１９９３年３月４日 。

２２）竹内宏「円高不況時を超えるリストラが必要だ」，『エコノミスト』１９９２年１１月

　　３日号，等参照 。

２３）「パートタイマー厳しい冬」，『日本経済新聞』１９９２年１２月１９日 ，鵜飼良昭「労

　働者の悲痛な叫びを繰り返させるな一雇用ホ ットラインに見る “経済大国”の現

　実」，『エコノミスト』１９９３年３月３０日号，等参照 。

２４）「下請け生き残り模索」，『日本経済新聞』１９９３年３月３０日一３１日 。

２５）　『経済協力の現状と問題点』（１９９２年版），第３章による 。

（１７７）



５４　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４２巻 ・第２号）

　２６）前掲拙稿「日本経済の構造調整と対アジア直接投資」参照 。

　２７）アメリカとアジア諸国の貿易 ・経済摩擦については，「米国 ・アジア経済摩擦」 ，

　　『ジェトロ ・センサー』１９９２年５月号，等参照 。

　２８）　『日本経済新聞』１９９０年１２月９日および『同』１９９３年４月２３日
。

２９）徐照彦「転換点に立つ東洋資本主義」（上 ・下），『世界』１９９２年２－３月号 。

３０）　『日本経済新聞』１９９１年１１月６日
。

３１）　『日本経済新聞』１９９２年１０月２０日
。

３２）「疑問の多い米国のＮＡＦＴＡ拡大構想」，『日本経済新聞』１９９２年１１月３日の社

　　説 。

３３）『朝日新聞』１９９２年５月７日
。

　３４）　Ｒｏｂｅｒｔ　Ａ　Ｓｃａ１ａｐｍｏ ，‘‘Ｔｈｅ　ＵＳ　ａｎｄ　Ａｓ１ａ　Ｆｕｔｕｒｅ　Ｐｒｏｓｐｅｃｔｓ
’’

ハｏ閉ｇ〃 Ａ〃岬
　　Ｗｉｎｔｅｒ１９９１／１９９２，ｐｐ．２０－２１

３５）柳原透「アジア太平洋経済圏の成立と展開」，同編『アジア太平洋の経済発展

　　と地域協力』（アジア経済研究所，１９９２年），序章，２１ぺ一ジ 。

３６）『世界経済白書』（１９９２年版），４０９ぺ一ジ 。

３７）スゥイナイ ・ポーナワライ「タイ経済の発展の展望と日本企業の役割」，大畑

　　弥七 ・浦田秀次郎編『アセアン（ＡＳＥＡＮ）の経済 ・日本の役割』（有斐閣 ，

　　１９９２年），第７章，１９４ぺ一ジ 。

３８）岡崎久彦氏は「バンコッ ク発 ・わが外交官卒業リポート」と銘打った「『アジ

　　ア超大国』への新戦略」（『Ｔｈｉｓ　ｉｓ 読売』１９９２年８月号）の中で，「現在のタイの

　　繁栄が日本からの投資の賜物であることを誰もが知っている現状では，反日感情

　　の生まれる余地は少ない。それは他の東南アジア諸国の経済にとっても多かれ少

　　なかれ共通している」とか「現在，日本はタイにとっ て， どういう良い国の役割

　　を果たしているのであろうか。現在の時点をとっ て見れば，私は，それを一言で

　　言えると思う 。それは，タイに対して日本が大量の直接投資をしていることであ

　　り ，その中でも ，特に輸出指向の製造業に投資していることである」と述べ，日

　　本の海外直接投資に対して手放しの賛美論を展開している。しかし，海外直接投

　　資によるインパクトは，貧富差の拡大，地域問（都市と農村問）の格差の拡大あ

　　るいは環境破壊等々の深刻な問題を引き起こし，海外直接投資の導入をテコにし

　　て輸出指向型の経済発展をはかる政治体制と勤労国民や地域住民との矛盾を拡大

　　し政治的緊張をもたらすことは，他ならないタイでの「５月流血事件」（１９９２年

　　５月）をひとつとっ てみても明らかなことである。それが延いては反日の動きに

　　連ながる可能性も否定できない。手放しの海外直接投資賛美論では，外交官の場

　　合はどうだか知らないが，大学での社会科学分野の卒業リポートとしては，合格

　　点を取ることは大変困難であろう 。

（１７８）
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３９）『朝日新聞』１９９０年４月２０日 。

４０）「米国の第２次東アジア戦略構想」，『世界週報』１９９２年９月１日号 。

４１）　『朝日新聞』１９９２年７月２７日
。

４２）同提言は，アジア ・太平洋地域における米軍のプレゼンスがこの地域の安全保

　障にとっ て引き続き不可欠であることを強調していた。『朝日新聞』１９９２年１２月

　２５日 。

４３）　『朝日新聞』１９９３年１月１７日
。

４４）　『朝日新聞』１９９２年５月９日
。

４５）経済企画庁編『生活大国５カ年計画一地球祉会との共存をめざして一』（大蔵

　省印刷局 ，１９９２年）。

４６）同上，１－２ぺ一ジ 。

４７）　同上，１２６－１２７ぺ一ジ 。

４８）戸木田嘉久「日本資本主義の２１世紀戦略と「生活大国」論一「生活大国５カ年

　計画」批判」 ，『経済』１９９２年１２月号 。

４９）経済企画庁，同１』掲書，２５－２６ぺ一シ 。

５０）徳永昌志他「長期不況下で進む産業再編の行方」，『経済』１９９３年２月号，前川

　恭一他ｒ日本経済の再編と中小企業」，『経済』１９９３年３月号，等参昭 ・

５１）経済企画庁，前掲書，２９－３０ぺ一ジ 。

（付記）本稿は，平成４年度文部省科学研究補助金総合（Ａ）（課題番号
：０４３０１０７５）

　　　による研究成果の一部である 。

（１７９）




